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職員の給与等に関する報告及び勧告について 

 

 

 熊本市人事委員会は、地方公務員法第８条、第１４条及び第２６条の規定に

基づき、職員の給与等について、別紙第１のとおり報告し、併せて別紙第２の

とおり勧告します。 

 この勧告に対し、その実現のため、速やかに所要の措置をとられるよう要請

します。 
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別紙第１ 

報     告 

 

 本委員会は、地方公務員法の規定に基づき、職員の給与等に関する報告及び勧告

を行うため、本市職員（業務職員及び企業職員を除く。以下同じ。）の給与等、民

間事業所の従業員の給与等、生計費、人事院勧告その他職員の給与等を決定する諸

条件について調査研究を行いました。 

 その結果の概要は、次のとおりです。 

  

１ 職員数、給与等 

  本委員会は、本市職員の給与実態を把握するため、本年４月現在で職員給与実

態調査を実施しました。 

  この調査の結果のうち、民間との給与比較対象となる一般行政職の職員数等及

び平均給与月額は、次のとおりです。 

 

(1) 職員数、平均年齢、職員構成等 

職員数 

(人) 

平均 

年齢 

(歳.月) 

平均 

経験 

年数 

(年.月) 

性別構成 学 歴 別 構 成 

男性 

(％) 

女性 

(％) 

大学卒 

(％) 

短大卒 

(％) 

高校卒 

(％) 

中学卒 

(％) 

3,044 41.3 18.10 65.9 34.1 67.3 4.5 28.1 0.1 

 

(2) 平均給与月額                      （単位：円） 

給  料 扶養手当 住居手当 管理職手当 その他の手当 計 

323,187 9,575 7,579 9,275 568 350,184 

・ 平均給与月額は、通勤手当、時間外勤務手当等を除いた給与です。 

・ その他の手当は、地域手当、単身赴任手当（基礎額）及び特地勤務手当です。 

・ 定年が段階的に引き上げられることに伴い、熊本市一般職の職員の給与に関する条例 

附則第23項により給料月額が決定される職員を除きます。 
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２ 民間の給与 

本委員会は、本市職員の給与と民間事業所の従業員の給与との比較を行うため、

企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の市内民間事業所のうちから、

層化無作為抽出法によって抽出した105事業所について、人事院及び熊本県人事

委員会等と共同で「令和６年職種別民間給与実態調査」を実施しました。 

その結果の概要は、次のとおりです。 

 

(1) 民間における給与改定の状況 

    本年は、ベースアップを実施した事業所の割合は、係員は48.9％（昨年

37.6％）、課長級は47.2％（昨年27.4％）となっています。 

    一方、ベースダウンを実施した事業所の割合は、係員、課長級ともに0.0％

（昨年0.0％）となっています。 

    また、ベースアップを中止した事業所の割合は、係員は4.3％（昨年0.6％）、

課長級も4.3％（昨年5.4％）となっています。 

   （単位：％） 

項目 

役職段階 

ベースアップ 

実施 

ベースアップ 

中止 
ベースダウン 

ベースアップ 

の慣行なし 

係 員 48.9 4.3 0.0 46.8 

課長級 47.2 4.3 0.0 48.5 

・ ベースアップ慣行の有無が不明及びベースアップの実施が未定の事業所を除いて集計

したものです。 

 

(2) 民間における定期昇給の実施状況 

    本年は、定期昇給を実施した事業所の割合は、係員は85.1％（昨年84.5％）、

課長級は79.9％（昨年77.6％）となっています。 

    定期昇給を実施した事業所においては、昇給額を昨年より増額した事業所

の割合は、係員は17.7％（昨年23.2％）、課長級は16.9％（昨年18.9％）とな

っています。 

    一方、昇給額を昨年より減額した事業所の割合は、係員は7.4％（昨年3.4％）、

課長級は4.1％（昨年3.4％）となっています。 

    また、変化なしとした事業所の割合は、係員は60.0％（昨年57.9％）、課長

級は58.9％（昨年55.3％）となっています。 
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（単位：％） 

項目 

 

 

役職 

段階 

 

定期昇給 

制度あり 

 

 

定期昇給

制度なし 

定期昇給

実  施 

 

定期昇給

中  止 増 額 減 額 変化なし 

係 員 85.1 85.1 17.7 7.4 60.0 0.0 14.9 

課長級 79.9 79.9 16.9 4.1 58.9 0.0 20.1 

・ 定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が未定及びベースアップと定期昇給を分離す

ることができない事業所を除いて集計したものです。 

 

３ 職員給与と民間給与との比較 

(1) 月例給 

   本委員会は、職員給与実態調査及び職種別民間給与実態調査の結果に基づ

き、職員にあっては一般行政職の職員、民間にあってはこれに相当する職種

の職務に従事する者について、職務と責任の度合い、学歴、年齢等の条件が

同等と認められる者の４月分の給与を比較し、その較差を算出しています。 

   本年４月分の給与について、較差を算出したところ、次のとおり、職員給

与が民間給与を9,836円（2.78％）下回っていました。 

 

民間給与 

① 

職員給与 

② 

較  差 

① － ② 

（① － ②）／②×100 

 
（参考）人事院 

較差 

364,178円 354,342円 
9,836円 

（2.78％） 

 
11,183円 

（2.76％） 

・ 民間、職員ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていません。 

 

(2) 特別給 

   民間事業所において、昨年８月から本年７月までの１年間に支払われた賞

与等の特別給は、次のとおり、所定内給与月額の4.60月分に相当しており、

職員の期末手当及び勤勉手当の年間支給月数（4.50月分）が民間事業所の特

別給の支給割合を0.10月分下回っていました。 
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項       目 金 額 等 

平均所定内給与月額 
下 半 期 （Ａ１） 317,711円 

上 半 期 （Ａ２） 318,928円 

特 別 給 の 支 給 額 
下 半 期 （Ｂ１） 708,615円 

上 半 期 （Ｂ２） 754,917円 

特別給の支給割合 

下 半 期（Ｂ１／Ａ１） 2.23月分 

上 半 期（Ｂ２／Ａ２） 2.37月分 

年  間  計 4.60月分 

・ 下半期は令和５年（2023年）８月～令和６年（2024年）１月、上半期は令和６年（2024

年）２月～同年７月です。 

 

（参考）人事院 民間の特別給の支給割合 年間計 4.60月分 

 

（参考）民間における冬季賞与の考課査定分の配分状況    （単位：％） 

係   員 課 長 級 部長級（非役員） 

一定率(額)分 考課査定分 一定率(額)分 考課査定分 一定率(額)分 考課査定分 

64.0 36.0 61.6 38.4 60.3 39.7 

 

４ 職員給与と国家公務員給与との比較 

(1) 平均給料月額 

    国家公務員の行政職俸給表（一）適用職員とこれに相当する本市の一般行

政職の職員について、本年４月の給料月額（俸給月額）の平均を比較すると、

国家公務員（323,823円）が本市職員（323,187円）を636円上回っていました。 

    なお、総務省の令和５年地方公務員給与実態調査によれば、令和５年（2023

年）４月の給料月額と俸給月額を学歴別、経験年数別にラスパイレス方式に

より比較すると、国家公務員の平均俸給月額を100とした場合の本市職員の指

数は、99.8となっています。 
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(2) 平均給与月額 

    国家公務員の行政職俸給表（一）適用職員とこれに相当する本市の一般行

政職の職員について、本年４月の平均給与月額（諸手当を含む）を比較する

と、国家公務員（405,378円）が本市職員（350,184円）を55,194円上回って

いました。 

 

５ 物価及び生計費 

(1) 物価指数 

   総務省統計局による消費者物価指数は本年４月において、昨年４月に比べ

熊本市では2.6％の増加、全国では2.5％の増加となっています。 

 

(2) 標準生計費 

    本委員会が総務省統計局による家計調査を基礎として算定した熊本市にお

ける本年４月の世帯人員別標準生計費は、１人世帯で135,264円、２人世帯で

171,762円、３人世帯で214,157円、４人世帯で256,617円、５人世帯で299,010

円となっています（Ｐ71 第17表）。 

 

６ 人事院勧告等の概要 

人事院は、本年８月８日、国会及び内閣に対して、国家公務員の給与等に関す

る勧告等を行いました。その概要は、別記（Ｐ14～16）のとおりです。 

 

７ 給与の改定 

(1) 基本的な考え方 

本委員会は、本市職員の給与について、従来から、地方公務員法に定めら

れている情勢適応の原則及び均衡の原則に則り、給与制度面（給料表の構造、

手当の種類・内容等）に関しては、公務としての類似性等から国の給与制度

を基本とし、給与水準面に関しては、本市職員の給与水準を市内民間事業所

従業員の給与水準と均衡させる民間準拠に重点を置きながら、本市職員給与

の実態並びに国及び他の地方公共団体との給与比較などを総合的に勘案して、

給与勧告を行っています。 
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(2) 給料表 

    前記３(1)のとおり、本年４月分の月例給は、職員給与が民間給与を9,836

円（2.78％）下回っている状況です。 

    そのため、本市一般行政職の職員と市内民間事業所の従業員との給与水準

を均衡させることを基本とし、本市の実情を勘案して行政職員給料表の改定

を行うことにより較差を解消する必要があります。 

    なお、較差の解消に当たっては、初任給を始め若年層等に重点を置き、そ

こから改定率を逓減させる形で引上げ改定を行うこととする人事院勧告の内

容を踏まえた上で給料表の改定を行うことが適当であると判断します。 

    行政職員給料表以外の給料表（教育職員給料表(1)及び教育職員給料表(2)

を除く。）については、行政職員及び対応する国家公務員との均衡を考慮し

て改定を行う必要があります。 

    また、教育職員給料表(1)・教育職員給料表(2)については、行政職員との

均衡を考慮して改定を行う必要がありますが、これまでの教育職員の給与改

定に係る経緯等を踏まえ、熊本県における改定状況も考慮する必要がありま

す。 

 

(3) 特別給（期末手当及び勤勉手当） 

    前記３(2)の市内民間事業所における特別給の支給状況、人事院勧告におけ

る特別給の改定状況等を考慮して、次のとおり改定を行う必要があります。 

ア イに掲げる職員以外の職員 

(ｱ) 現行の特別給の年間支給月数4.50月分については、期末手当及び勤勉手

当をそれぞれ0.05月分引き上げ、4.60月分とすること。 

(ｲ) 本年度については、12月期の期末手当及び勤勉手当をそれぞれ0.05月分

引き上げ、来年度以降については、６月期及び12月期の期末手当及び勤勉

手当の支給月数が均等になるよう配分すること。 

イ 定年前再任用短時間勤務職員及び特定任期付職員 

国に準拠した支給月数としていることから、人事院勧告の内容に準じた改 

定とすること。 

 

(4) 初任給調整手当 

    医療職員給料表の適用を受ける職員（医師及び歯科医師）の初任給調整手
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当については、人事院勧告の内容を考慮して改定を行う必要があります。 

 

(5) 社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（給与制度のアップデート） 

    人事院では、一昨年の「職員の給与に関する報告」において、「社会と公

務の変化に応じた給与制度の整備」の必要性が言及され、昨年の「公務員人

事管理に関する報告」において、「人材の確保への対応」、「組織パフォー

マンスの向上」及び「働き方やライフスタイルの多様化への対応」といった

現下の国家公務員人事管理における重要な課題に対応するため、給与面にお

いて措置を検討する事項の骨格案が示されました。 

また、本年の「職員の給与に関する報告」において、若年層の採用等にお

けるより競争力のある給与水準の設定、職務や職責をより重視した俸給体系

等の整備、能力・実績をより適切に反映した昇給・ボーナスの決定、地域に

おける民間給与水準の反映、採用や異動をめぐる様々なニーズへの適応等の

観点に対して、若年層の給与水準の引上げ、俸給の最低水準の引上げによる

民間人材採用時等の給与改善、職責重視の俸給体系への見直しによる管理職

層の昇格時の俸給上昇幅拡大といった俸給表及び俸給制度の改定、配偶者の

働き方に中立な制度に向かう社会状況の変化に応じた配偶者に係る扶養手当

の見直し、人材確保の困難性やライフスタイルの多様化を踏まえ、採用・人

事配置の円滑化のための通勤手当・単身赴任手当、再任用された職員の諸手

当の見直しなどの具体的な措置内容が示されたところです。 

本市職員の給与についての本委員会の考え方は、(1)で述べているとおり、

給与制度面に関しては国の給与制度を基本としているため、給与制度のアッ

プデートについても、本市の実情、国の具体的措置内容、他の地方公共団体

の動向等を踏まえ、速やかに実施に向けた検討を行っていく必要があります。 

特に、人材確保等の課題は本市も共通する課題であり、それに対応する措

置である通勤手当、単身赴任手当については、採用時のみならず、採用後の

離職防止にも資する事項であるため、本市の実情、国の措置内容を考慮して

改定を検討することが適当と考えます。 

また、配偶者に係る扶養手当についても、受給者への影響をできるだけ少

なくする観点から段階的な実施が示されていること、また、少子化対策推進

の観点等から子に係る扶養手当を充実させる内容も併せて提示されているこ

とを踏まえると、国の措置内容を勘案し改定することが適当と考えます。 
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８ 人事管理に関する課題 

本市では、今年度から熊本市第８次総合計画が開始され、「上質な生活都市」

の実現に向けて、引き続き様々な課題に取り組んでいくこととされています。 

複雑化・高度化する行政課題に対応していくためには、有為な人材の確保が必

要ですが、令和２年の国勢調査においては、本市も戦後初めて人口減少に転じ、

少子高齢化、生産年齢人口の減少は今後も進行することが見込まれており、人材

の確保はますます重要となっています。 

また、労働者の就業観や、仕事と生活の調和に関する意識も変化しており、職

員が意欲を持って働ける環境整備にも、併せて取り組んでいく必要があります。 

これらを踏まえ、人事管理に関して取り組むべき課題について、次のとおり報

告します。 

 

(1) 職員の任用について 

  ア 人材の確保について 

本委員会では、職員の採用について、大学卒業程度等をはじめ、社会人経験

者等対象や障がい者対象など、多様な人材の確保に取り組んでいるところです。 

しかしながら、近年は職員採用試験の受験者は減少傾向にあり、特に土木職

をはじめとする技術職、獣医師や薬剤師等の免許資格職は合格者が採用予定数

に満たない状況が発生するなど、職員採用を取り巻く状況は厳しくなっていま

す。 

そのため、本委員会では、全庁をあげて採用広報活動に取り組むべく、令和

５年度、「リクルーター制度」を創設しました。各部局より選出されたリクル

ーターと共に、更なる採用広報活動を推進しております。 

また、土木職や建築職などの技術職が多く在籍する都市建設局においては、

職員採用プロジェクトチームが、ＳＮＳの活用、高校や大学等への訪問など、

継続的に採用広報活動を行い、獣医師においては、専門学部を持つ大学への採

用広報活動、技術職（化学）においては、独自のインターンシップ受け入れな

ど、職種ごとに独自の取組がなされています。 

ほかにも、令和７年４月１日採用予定の大学卒業程度の採用試験において、

試験の時期を前倒した「早期枠」を新設しました。教養試験や専門試験に替え

て、テストセンター方式で基礎能力試験を実施するなど、より受験しやすい環

境を整備しました。 
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   今後とも、本市の将来を担う有為な人材を確保していくため、広報活動を推

進するとともに、採用試験制度についても、任命権者と連携しながら引き続き

調査・研究を行います。 

   なお、獣医師については、近年、受験者数が採用予定者数に達していない状

況が続いており、人材確保の観点から、熊本県など他自治体との均衡を考慮し

たうえで、初任給調整手当の支給について検討する必要があると考えます。 

   任命権者においては、いずれの職種においても、採用された職員が、働きや

すい職場においてその能力を最大限発揮して仕事に取り組めるよう、引き続き

職場環境を整備することが必要です。 

 

イ 人材の育成について 

職員の能力を高め、組織全体の成果を増大させるためには、人材育成が大変

重要です。職員が成長できる職場環境を整え、多様な研修の機会を提供するこ

とで、職員の知識・スキルの向上はもとより、業務に対するモチベーションを

高め、ひいては上質な市民サービスの提供に繋がります。また、職員が成長で

きる機会や環境を整備することにより、有為な人材の確保が期待できます。 

任命権者においては、今後とも、社会情勢の変化や職員のニーズ等を踏まえ、

さらなる研修メニューの充実を図るとともに、今年度改訂された「熊本市職員

成長・育成方針」に基づいた取組を推進していくことが求められます。 

また、昇任試験制度については、行政運営の中心的役割を担う人材を確保す

ることはもとより、試験に臨むプロセスを経ることで、職員が職務の根幹とな

る知識、技術や能力、日頃からの仕事への取り組み方などについて再認識し、

自身の成長につながるような人材育成の一環としても位置付けております。  

令和５年度は、課長級昇任試験において、管理職に求められるマネジメント

力や企画力等の能力や資質を評価するため、これまでの知識力を中心とした試

験内容を見直すとともに、新たに「管理監督職適性考査」を導入したところで

す。 

本委員会としては、今後も、昇任試験制度が、より透明性・公平性・納得性

を高め、職員の成長と育成につながる制度内容になるよう、随時検証・分析を

行い、必要に応じた見直しを図ってまいります。 

任命権者においては、職員一人ひとりが、社会情勢の変化を的確に捉え、新

たな課題に意欲をもって取り組み、市民が求める質の高いサービスを提供でき
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る人材となるよう成長を促し、支援していく必要があります。 

 

(2) 勤務環境の整備について 

ア 時間外勤務の縮減について 

本市では、時間外勤務の縮減に継続的に取り組んでいますが、令和５年度は、

前年度比で減少となったものの、目標値（５％縮減）までには達していない状

況です。 

任命権者において、今年度は、局ごとに昨年度の時間外勤務の実績や時間外

勤務縮減の達成状況を踏まえた目標値設定や、心身の健康保持のための週休日

の振替休暇取得率の目標値設定を行い、事務事業の見直し等にも引き続き取り

組むこととしています。 
本委員会においても、労働基準監督機関として、引き続き時間外勤務の実態

把握に取り組みます。また、併せて適正な勤務時間の把握や管理がなされてい

るか、勤務実態と勤務記録の乖離状況の確認について検討してまいります。 
任命権者においては、長時間勤務が職員の心身の健康、モチベーション、業

務の生産性等に及ぼす影響に留意し、引き続き時間外勤務の縮減に取り組むこ

とを求めます。 
 

イ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進について 

本市では、熊本市特定事業主行動計画に基づき、仕事と子育ての両立や、男

女ともに働きやすい環境整備に取り組んでいます。 

昨年度は、子育て支援ハンドブックを改訂し、男性職員の育児休業取得者の

体験談の掲載や、育児休業中の収入額のシミュレーションツールの追加などを

行い、男性職員が育児休業を取得しやすい気運の醸成に更に取り組まれたとこ

ろであり、子の出生から１年以内に15日以上休暇を取得した職員の割合は、昨

年度も目標値（70％以上）を大きく上回る取得率となっています。 

また、同計画において、勤務時間に関する環境整備の目標値として掲げてい

る職員１人当たりの年次有給休暇の年間平均取得日数においても、昨年度は計

画期間（令和２～６年度）の目標値（16日以上）を上回る取得日数となってい

ます。 

これは、週休日の振替、ワークライフバランスのための繰り上げ繰り下げ等

の勤務時間に関する制度の周知等についての任命権者の取組、職場における適
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切な業務分担の推進や新型コロナウイルス５類移行後の業務負担軽減、職員の

相互理解や相互協力など、それぞれの立場での取組等によるものだと考えられ

ます。 

ほかにも、働きやすい勤務環境を整備することで女性職員の活躍を推進する

ことについても、女性管理職の割合の増加を目標に取り組んでおり、今年度に

おいては一般行政職及び教育職に加え、全職員における割合においても目標値

を達成しています。 

一方、国においては、民間労働法制に準じ、子の看護休暇を子の行事参加等

でも利用できるよう取得事由の拡大等、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現

するための措置の拡充も予定されているところです。 

子育てのしやすい環境、女性職員がキャリアアップを目指しやすい環境は、

該当する一部の職員だけではなく、全ての職員にとって働きやすい環境に繋が

るため、今後も職員が意欲を持って働ける職場風土の醸成や勤務環境の整備に

取り組むことを求めます。 

 

ウ メンタルヘルス（心の健康）対策について 

本市では、「第三期熊本市職員の心の健康づくり計画」に基づき、職員の心

の健康の保持と増進に取り組んでいます。 

昨年度は、本計画の認知度の向上、働くことを楽しいと感じる職員の割合の

増加を目標に、新規採用者等への本計画や相談先の周知、管理監督職からの声

掛け等に取り組んできたところです。この中で、本計画に基づく職員へのアン

ケート調査では、働くことを楽しいと感じる職員の割合は増加傾向となってい

ますが、監督職（主査級・主幹級）においてはその割合が少ない傾向が見受け

られました。そのため、今年度は新たな取組として、監督職に対する支援体制

を整備し、その内容の周知を行っていくこととされています。 

メンタルヘルス対策は、働きやすい職場環境の実現に重要な取組であること

から、任命権者においては、今後も本計画に基づき、職員によるセルフケア、

管理監督者によるラインケア、組織としての職場復帰支援などに継続的に取り

組んでいくことを求めます。 

 

エ ハラスメント防止対策について 

職場におけるハラスメントは、パワーハラスメント、セクシュアルハラスメ
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ントなど様々ですが、いずれも職員の尊厳や人格を不当に傷つけるだけでなく、

職場環境の悪化や業務効率の低下を招く要因となるものです。 

本市においても、ハラスメント防止に関して、ハラスメント相談窓口の設置

や研修の実施等に取り組んでいるところですが、本委員会が行う苦情相談にお

いても、ハラスメントに関する相談は依然として確認されているところです。 

また、近年は、職場におけるハラスメントとして、顧客等からの著しい迷惑

行為（いわゆるカスタマーハラスメント）についても関心が高まっており、対

策に乗り出す企業も見受けられるところです。 

国においても、昨年度、カスタマーハラスメントを精神障害の労災認定基準

に追加するなど、労働者を保護する動きが広まりつつあります。 

本市においても、行政サービス利用者等からの言動で、業務の範囲や程度を

超える要求については、職員の安全確保や精神面への配慮が求められることか

ら、国の法令改正等を注視するとともに、対策に取り組んでいくことが求めら

れます。 

 

９ コンプライアンスの推進 

本市では、内部統制制度の活用や、職員掲示板での日常的な意識啓発などによ

り、適正な業務遂行や不祥事を「自分ごと」と捉える意識の醸成など、コンプラ

イアンスの推進に向けて継続的に取り組んでいます。 

 しかしながら、事務処理ミスについては、チェックの不備等、同様の原因によ

るものが減少せず、また、不祥事に関しても、酒気帯び運転やわいせつな行為に

よる職員の逮捕事案が昨年度も発生しています。特に、職員の不祥事は、それが

一部の者による職務外の行為であっても、市民の信頼を損ない、市政全般の信用

を失墜させるものであり、他の職員の業務負担の増大や意欲をそぐなど、多大な

影響を及ぼすものです。 

 任命権者においては、１on１ミーティングの継続的な実施による職員の悩み等

の把握やコミュニケーションの活性化により、事務処理ミスや不祥事の未然の防

止に取り組むとともに、事務処理ミス防止に関する内部研修に新たに取り組むこ

ととされています。 

 市民からの信頼は、公務運営の基礎となるものであることから、職務上はもと

より職務外においても、公務員としての倫理観、法令順守の意識の醸成に引き続

き取り組むよう求めます。 
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10 給与勧告制度への適切な対応の要請 

人事委員会の給与勧告制度は、地方公務員が労働基本権の制約を受けているこ

との代償措置として設けられている制度であって、情勢適応の原則に基づき、民

間準拠による本市の職員の適正な給与水準を確保しようとするものであり、市民

の理解を得られる給与水準を保障するとともに、労使関係の安定、公務の公正か

つ能率的な運営に重要な意義を有しています。 

市議会及び市長におかれては、給与勧告制度の意義や役割の重要性について深

くご理解をいただき、本委員会が述べた職員の給与等に関する報告に基づき、適

切に対応されるよう要請します。 
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別紙第２ 

勧     告 
 
 本委員会は、別紙第１の報告に基づき、本市職員の勤務条件について、次の措置を

とられるよう勧告します。 

 

（１）給料表 

   現行の行政職員給料表について、本市の実情及び人事院勧告の内容等を勘案し、

民間給与との較差を解消するよう改定すること。 

   行政職員給料表以外の給料表（教育職員給料表(1)及び教育職員給料表(2)を除

く。）については、行政職員及び対応する国家公務員との均衡を考慮して改定す

ること。 

   教育職員給料表(1)、教育職員給料表(2)については、行政職員との均衡を考慮

して改定すること。ただし、これまでの教育職員の給与改定に係る経緯等を踏ま

え、熊本県における改定状況も考慮すること。 

 

（２）期末手当及び勤勉手当 

   期末手当及び勤勉手当については、以下のとおり改定すること。 

 ア 令和６年12月期 

  (ｱ) (ｲ)及び(ｳ)以外の職員 

期末手当の支給割合を1.275月分（特定管理職員にあっては、1.075月分）と

し、勤勉手当の支給割合を1.075月分（特定管理職員にあっては、1.275月分）

とすること。 

  (ｲ) 定年前再任用短時間勤務職員 

期末手当の支給割合を0.7125月分（特定管理職員にあっては、0.6125月分）

とし、勤勉手当の支給割合を0.5125月分（特定管理職員にあっては、0.6125

月分）とすること。 

  (ｳ) 特定任期付職員 

期末手当の支給割合を1.75月分とすること。 

 

イ 令和７年６月期以降 

  (ｱ) (ｲ)及び(ｳ)以外の職員 
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６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.25月分（特定管

理職員にあっては、それぞれ1.05月分）とし、６月及び12月に支給される勤

勉手当の支給割合をそれぞれ1.05月分（特定管理職員にあっては、それぞれ

1.25月分）とすること。

  (ｲ) 定年前再任用短時間勤務職員 

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ0.7月分（特定管

理職員にあっては、それぞれ0.6月分）とし、６月及び12月に支給される勤勉

手当の支給割合をそれぞれ0.5月分（特定管理職員にあっては、それぞれ0.6

月分）とすること。 

  (ｳ) 特定任期付職員 

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.725月分とする

こと。 

 

（３）初任給調整手当  

    医療職員給料表の適用を受ける職員（医師及び歯科医師）の初任給調整手当に

ついては、人事院勧告の内容を考慮して改定すること。 

 

（４）改定の実施時期 

   この改定は、令和６年（2024年）４月１日から実施すること。ただし、期末手

当及び勤勉手当について、令和６年（2024年）12月期の支給に関する改定は令和

６年（2024年）12月１日から、令和７年（2025年）６月期以降の支給に関する改

定は令和７年（2025年）４月１日から実施すること。 
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令和６年（２０２４年）職員給与実態調査の概要 
 

 

１ 調査の目的 
この調査は、本市職員の給与の実態を把握し、給与制度の運用の基礎資料を得

ることを目的として実施したものです。 
 
２ 調査基準日 

令和６年（2024 年）４月１日 

 
３ 調査の対象 

本市に勤務する一般職の職員のうち、業務職員及び企業職員を除いた職員を対

象としました。ただし、次に掲げる職員は、調査から除外しました。 
(1) 臨時的任用職員 

(2)  暫定再任用職員、定年前再任用短時間勤務職員 

(3) 任期付職員 

(4) 調査基準日現在、休職中の職員 

(5) 調査基準日現在、在籍専従の許可を受けている職員 

(6) 調査基準日現在、育児休業中の職員 

(7) 調査基準日現在、育児短時間勤務の承認を受けている職員 

(8) 調査基準日現在、派遣されている職員 

(9) 調査基準日付けで退職した職員 

(10) 定年が段階的に引き上げられることに伴い、熊本市一般職の職員の給与に

関する条例附則第 23項及び熊本市立学校の教育職員の給与に関する条例附則

第 14 項により給料月額が決定される職員 

(11) 会計年度任用職員 

 

４ 調査項目 
４月分給与月額、学歴、年齢、経験年数等 

 
５ 集  計 

この調査の集計については、職員情報システムを管理する総務局の協力を得ま

した｡ 
 



  給料表別職員数、平均年齢、平均経験年数及び性別・学歴別人員構成

人 歳 年 人 人 人 人 人 人

0 6 2,234 1,576 2,603 260 945 2
( 47.7 ) ( 58.6 ) (41.4 ) ( 68.3 ) (  6.8 ) ( 24.8 ) (  0.1 )

3 3 761 29 221 19 549 1
( 9.9 ) ( 96.3 ) (  3.7 ) ( 28.0 ) (  2.4 ) ( 69.5 ) (  0.1 )

1 8 3 7 10 0 0 0
( 0.1 ) ( 30.0 ) ( 70.0 ) (100.0 ) (  0.0 ) (  0.0 ) (  0.0 )

0 7 72 64 135 1 0 0
( 1.7 ) ( 52.9 ) ( 47.1 ) ( 99.3 ) ( 0.7 ) (  0.0 ) (  0.0 )

5 6 1,373 1,864 2,971 266 0 0
( 40.6 ) ( 42.4 ) ( 57.6 ) ( 91.8 ) ( 8.2 ) (  0.0 ) (  0.0 )

7 9 4,443 3,540 5,940 546 1,494 3
( 100.0 ) ( 55.7 ) ( 44.3 ) ( 74.4 ) (  6.8 ) ( 18.7 ) (  0.1 )

（参考）

人 歳 年 人 人 人 人 人 人

5 2 265 53 2 70 238 8
( 83.3 ) ( 16.7 ) (  0.6 ) ( 22.0 ) ( 74.9 ) (  2.5 )

4 5 515 566 500 437 144 0
( 47.6 ) ( 52.4 ) ( 46.3 ) ( 40.4 ) ( 13.3 ) (  0.0 )

交通 9 5 32 3 25 4 6 0
( 91.4 ) (  8.6 ) ( 71.4 ) ( 11.4 ) (17.2 ) (  0.0 )

上下 7 5 286 39 190 17 118 0
水道 ( 88.0 ) (  12.0 ) ( 58.5 ) ( 5.2 ) ( 36.3 ) (  0.0 )

病院 11 6 197 524 285 416 20 0
( 27.3 ) ( 72.7 ) ( 39.5 ) ( 57.7 ) (  2.8 ) (  0.0 )

人 歳 年 人 人 人 人 人 人

0 2 5,223 4,159 6,442 1,053 1,876 11
( 55.7 ) ( 44.3 ) ( 68.7 ) ( 11.2 ) ( 20.0 ) (  0.1 )

(注)　職員数、性別人員構成及び学歴別人員構成の欄の(　)内の数字は、構成比(単位：％)を示します。

41 18

月

325 40

月

19合 計 9,382 42

721

企 業 職 1,081 41

35 37

給 料 表 (2)

給 料 表 (1)

教 育 職 員

業 務 職

計

318 54 34

平均
経験年数

平均年齢

790

10

41

187,983

136

41

月

月

月

18

第　　１　　表

職員数

消 防 職 員
給 料 表

3,810行 政 職 員
給 料 表

給料表

区分
学  歴  別  人  員  構  成性別人員構成

男性 女性 大学卒 短大卒 高校卒 中学卒

教 育 職 員

3,237

40

42

51

45

医 療 職 員
給 料 表

20

18

18

月

24

20

15

18
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各給料表の適用を受ける主な職員は、次のとおりです。

・本庁等の事務職及び技術職
・保育園等の保育士
・動植物園等の獣医師
・区役所等の管理栄養士、保健師及び看護師
・消防局の消防士
・区役所等の医師及び歯科医師
・市立高等学校、市立特別支援学校及び市立総合ビジネス専門学校の教諭等
・市立幼稚園、市立小学校及び市立中学校の教諭等教育職員給料表(2)

給料表

行政職員給料表

消防職員給料表
医療職員給料表
教育職員給料表(1)

適用を受ける主な職員

行政職

3,810人

40.6%

消防職

790人

8.4%医療職

10人

0.1%

教育職(1)

136人

1.4%

教育職(2)

3,237人

34.5%

業務職

318人

3.4%

交通

35人

0.4%

上下水道

325人

3.5%

病院

721人

7.7%

熊本市職員の給料表別人員構成（第１表より）

合計
9,382人
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第  ２  表   給料表別平均給与月額 
 

区 分 

 

給料表 

平 均 給 与 月 額 

給 料 扶養手当 住居手当 管理職手当 地域手当 その他 計 

 円 円 円 円 円 円 円 

行 政 職 員 

給 料 表 
321,460 8,969 7,657 8,193 372 82 346,733 

消 防 職 員 

給 料 表 
321,846 15,372 5,887 3,803 258 76 347,242 

医 療 職 員 

給 料 表 
480,970 10,950 0 22,910 82,373 249,450 846,653 

教 育 職 員 

給料表( 1 ) 
390,985 9,706 6,852 4,946 0 5,882 418,371 

教 育 職 員 

給料表( 2 ) 
361,056 7,113 6,743 4,151 0 5,371 384,434 

平 均 338,938 8,865 7,088 6,083 306 2,636 363,916 

 

（参考） 
 円 円 円 円 円 円 円 

業 務 職 367,693 9,645 4,038 0 0 0 381,376 

企 業 職 324,943 9,303 8,603 3,571 6,258 19,959 372,637 

 交通 302,040 11,100 7,971 11,403 0 0 332,514 

 
上下

水道 
313,336 10,268 8,632 5,206 0 0 337,442 

 病院 331,287 8,781 8,621 2,453 9,383 29,924 390,449 

        

 

全 体 平 均 

円 

338,300 

円 

8,942 

円 

7,159 

円 

5,587 

円 

981 

円 

4,543 

円 

365,512 

 (注) １ 給料には、切替えに伴う差額を含みます。 

    ２ 教育職員給料表(1)及び教育職員給料表(2)における給料には、給料の調整額及び教職調整額を含みます。 

    ３ その他とは、初任給調整手当、単身赴任手当（基礎額）、特地勤務手当及び義務教育等教員特別手当です。 



　　給料表別、級別、号給別人員分布

１　行政職員給料表
級

号給

0 0 1 1
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 1 1 0

1 0 0
0 1 1 0 0 0 0
0 2 1 0 0 0 1

27 37 2 0 0
26 6 7 1 0 0

12 17 1 0 0 0
5 5 2 0 0

20 60 22 0 0
13 7 4 0 0 5
1 12 36 8 0 0 1 3

7 11 6 1 0 0 4
32 66 20 4 0 8
8 7 16 2 0 0 2
1 13 43 19 0 0 0 2

6 12 3 1
25 51 24 10 0 0
2 9 9 6 0 0
3 19 38 9 0 0 1 0
1 11 6 6 0

35 15 20 11 0 0
2 7 12 5 1 0 2
6 9 27 9 0 0 3

14 6 4 9 1 0 23
24 8 21 12 0 5
63 8 8 25 1 0 11
13 1 56 5 0 0 9
5 1 6 10 1 0 10

66 5 17 6 2 0 18
9 2 6 27 0 1

14 30 5 0 6
5 1 7 13 0 1

48 8 9 3 0
12 1 7 34 4 1 2
14 20 9 2 1
11 4 10 3 0
9 0 10 14 7 1 0
4 10 19 5 2 0
2 9 7 4 2 0
1 1 14 10 10 0
1 3 12 3 2 0

3 5 19 9 5 0
3 12 14 4 5
1 0 14 8 2 1
2 0 4 21 9 3 0
8 0 8 5 4 2 0
1 10 12 9 3 0
3 0 16 21 3 2 0

0 8 12 12 1 0
1 0 10 15 1 1
3 0 5 17 11 8 0
1 0 14 11 3 1 0

54
55

51
52
53

43
44
45
46
47
48
49
50

第 ３ 表

5
6

1
2
3
4

21

人人人

8765

15

43

10
11

人 人人

7

29
30

16
17

42

23

39
40

18
19
20

34

21
22

32
33

24

31

25
26
27
28

35
36
37
38

41

14

人人

12
13

8
9
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級

号給
21 876543

0 3 24 5 1 0
2 0 1 10 2 4 0
1 0 6 17 12 3 0

0 5 7 3 3 0
0 2 19 2 0
0 2 6 6 4 0

1 0 5 11 6 9
0 0 1 16 9 7

0 2 22 2 6
0 0 3 22 12 12

0 6 17 9 11
1 0 1 13 5 12

0 7 12 12 7
0 1 14 3 15
0 3 15 2 13
0 2 16 8 4
0 1 14 5 17
0 10 8 17
0 3 14 7 4
0 1 12 4 13

1 0 2 12 12 7
0 1 5 4 5
0 7 8 13 9
0 1 11 11 8
0 4 9 12 7
0 2 3 3 1
0 10 12 2
0 4 4 8 3
0 1 8 28 1
0 13 17 18
0 1 8 12
0 1 10 22
0 3 7 15
0 2 4 6
0 4 9
0 2 8 17
0 1 9 12

4 0 2 100 181
0 2
0
0
0 2
0 2
0 3
0 4
0 1
0
0 2
0 1
0 2
0 1
0 2
0 2
0 1
0
0 1
0 1
0 30
0
0

81

115

111
112
113
114

107
108
109
110

58
59
60
61

80

77
78
79

62

56
57

82

76

100
101
102

63
64
65
66
67
68
69

96
97
98
99

92
93
94
95

87
88

105
106

89
90
91

86

83
84

70
71
72
73
74
75

104
103

85
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級

号給
21 876543

0
0
0
0
0
0
0
0
0

523 387 861 1,021 633 265 94 26

13.7 ％ 10.2 ％ 22.6 ％ 26.8 ％ 16.6 ％ 6.9 ％ 2.5 ％ 0.7 ％

(注)　各級内の太実線は、当該級の最高号給の位置を示します(以下第３表の各表について同じです。)。

120
121
122
123

116
117

119

125

118

124

人員構成比

計
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２　消防職員給料表

級

号給

0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 2 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 2 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 6 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0
1 2 0 0 0 1

0 0 0 0 0
12 5 0 0 0 0

4 1 1 0 0 0
1 1 1 0 0 0
1 1 0 0 0 0

18 4 2 0 0 0
1 2 2 1 0 0 0 0
0 1 5 0 0 0 0
1 2 1 1 0 0 0
6 15 2 4 0 0 0
2 1 3 1 0 0 0
0 3 10 4 0 0 0
2 2 1 2 1 0 1

11 11 6 5 0 3
1 6 6 1 0
0 3 3 0 0 3
1 3 4 0 0
5 12 2 2 0 2
1 3 3 9 0 0 0
1 2 10 0 0
0 1 8 4 1 0
5 8 5 4 0
4 3 10 6 1 0 0
1 1 4 1 0 0
2 3 1 1 0 0
7 3 11 2 0 0 0 0
3 0 4 5 0 0 0 0
2 4 2 1 0 0
0 0 2 4 0 0 0 0
6 0 1 6 0 0 0
2 0 1 5 1 0 0 0

0 5 1 0 0
0 5 2 0 0

0 0 0 8 1 0 0
1 0 1 2 0 0
1 0 1 4 1 0 0

0 1 0 0
0 1 0 0

1 0 0 1 1 0 0
1 0 4 5 1 0 0

0 8 1 2 0
54
55

49
50
51
52

48

41
42
43
44

53

人人人

45
46
47

34

27
28

人人人

40

35
36
37
38

30

39

31
32
33

23
24
25
26

29

19
20
21
22

15
16
17
18

11
12
13
14

7
8
9
10

87654321

5
6

1
2
3
4

人人
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級

号給
87654321

0 2 2 1 0 0
0 0 1 1 0 0
1 0 2 7 1 0 0
0 0 1 1 0 0

0 1 1 0 0 0
0 0 1 1 0 0
0 0 2 1 0
0 0 0 1 6
2 0 7 2 0
0 0 1 1 1 0
0 0 3 1 1
0 0 3 9
0 0 1 3 3 0
0 0 3 12
0 0 3 0 0
0 0 3 3 0 0
0 0 2 1 1
0 0 1 6 0 7
0 0 3 5 3
0 0 3 0
0 0 3
0 0 3
0 0 1 5 0
0 0 3 1
0 0 6 6
0 0 1 2
0 0 1 3 0
0 0 1 0
0 0 5 2
0 0 2 1
0 0 1 3 5
0 0 1 2 2
0 0 2 4 5
0 0 0 0
0 0 0 3 1
0 0 1 2
0 0 2 2
0 0 27 32

0 0
0 0
0
0 1
0
0
0 5
0
0 1
0
0 4
0
0 1
0 1
0 6
0 0
0 1
0 2
0 1
0 30
0
0

109

97
98
99

108

89
90
91
92

101
102
103
104

112

105
106
107

110
111

100

93
94
95
96

113
114
115

85
86
87
88

81
82
83
84

77
78
79
80

73
74
75
76

69
70
71
72

65
66
67
68

61
62
63
64

57
58
59
60

56
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級

号給
87654321

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

75 120 233 213 106 33 9 1

9.5 ％ 15.2 ％ 29.5 ％ 27.0 ％ 13.4 ％ 4.2 ％ 1.1 ％ 0.1 ％

125

計

119

117
118

人員構成比

124

120
121
122
123

116
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３　医療職員給料表

級

号給

1

1

1

20
21
22

17
16

32
31
30
29
28

2
3
4

1
人

27

24
25
26

23

2

人 人

43 5

人 人

1

44

6

15

19
18

45

10
9
8
7

46
47
48
49
50
51
52
53
54
55

5

14
13
12
11

37
36
35
34
33

39
38

40
41
42
43
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級

号給
2 43 51

1

1

1
1

1

1

1

1 6 2 1 0

10.0 ％ 60.0 ％ 20.0 ％ 10.0 ％ 0.0 ％

56
57
58
59
60
61
62
63
64
65
66
67
68
69
70
71
72
73
74

79

89

86
87

80
81
82
83

75
76
77
78

計

96
97

92
93
94
95

人員構成比

90
91

84
85

88
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４　教育職員給料表(1)

級

号給

1

1

1

1
4
1

1

1 2
2

1

1
3

1

1

2

3

2
1
3

2

2

1 2 特2 3 4

人 人 人 人 人
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
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級

号給
1 2 特2 3 4

3 2

1

2

5 1
2
2 1

2

2
3

1

1

1 1

2
1
1
1
2
1
1

2

2

1

4
1
2

2

1

56
57
58
59
60
61
62
63
64
65
66
67
68
69
70
71
72
73
74
75
76
77
78
79
80
81
82
83
84
85
86
87
88
89
90

98

91
92
93
94
95
96
97

99
100
101
102
103
104
105
106
107
108
109
110
111
112
113
114
115
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級

号給
1 2 特2 3 4

1

6
1

2

3
1

1

1
1
2
2
1
1

2
1

1
2

1
15

0 123 1 7 5

0.0 ％ 90.4 ％ 0.7 ％ 5.2 ％ 3.7 ％

149
150
151

153

計

人員構成比

116
117
118
119
120
121
122

134

123
124
125
126
127
128

152

140
141
142
143

129
130
131
132
133

144
145
146
147
148

135
136
137
138
139
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５　教育職員給料表(2)

級

号給

1

1

1

108
1

69 3
28 5
1 17
3 41

83
15 9

14

62 6
20 5
3
1 6

81 5
18 4
3 2
3 1

60 2
11 7
4
3

66
4

10
1

44
5

24
2

57
9

23
4

67 1
10
37

1 2 特2 3 4

人 人 人 人 人
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
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級

号給
1 2 特2 3 4

36
9

44
1

40 3
6

25
1 1

34 4
7 1

19
3 2

47 1
2 1

28 1
3 2

38 4
6 1

31 3
5

46 29
2 4

20 3
2 5

32 24
5

21 1
1 7

45 13
5 8

25 4
1 3

31 8
2 2 2

23
2 2

36 3 3
5 8

26 1
1 2

30
2 2

16
3 1

28 2
2 2

14 3
4

20 1
6

11
3 1

24 2
8

24
8

20
7

18
4 1

56
57
58
59
60
61
62
63
64
65
66
67
68
69
70
71
72
73
74
75
76
77
78
79
80
81
82
83
84
85
86
87
88
89
90
91
92
93
94
95
96
97
98
99
100
101
102
103
104
105
106
107
108
109
110
111
112
113
114
115
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級

号給
1 2 特2 3 4

20
9

12
4

15
7

21
6
9

10
11
4

21
4

19
14
16
10
14
6

16
8

17
4

11
9

20
15
21
18
19
20
27
21
32
19
39
44
66
52
63

254

0 2,933 23 154 127

0.0 ％ 90.6 ％ 0.7 ％ 4.8 ％ 3.9 ％

116
117
118
119
120
121
122
123
124
125
126
127
128
129
130
131
132
133
134
135
136
137
138
139
140
141
142
143
144
145

151
152
153
154
155
156
157

計

人員構成比

146
147
148
149
150

－40－



    給料表別、級別、年齢別人員分布

１　行政職員給料表

級

年齢

25 0 0 0 0 0 0 0

34 0 0 0 0 0 0 0

38 0 0 0 0 0 0 0

27 0 0 0 0 0 0 0

110 0 0 0 0 0 0 0

94 0 0 0 0 0 0 0

81 0 0 0 0 0 0 0

51 24 0 0 0 0 0 0

13 60 0 0 0 0 0 0

14 82 0 0 0 1 0 0

7 69 0 0 0 0

8 54 26 0 0 0 0

7 40 55 0 0 0 0

2 23 69 0 1 0 0

3 16 68 0 0 0 0

0 12 77 0 0 0 0

2 105 1 0 0

2 2 62 30 0

0 0 54 39 1 0 0

48 51 1 1 0 0

1 33 57 0 0 0

36 53 0 0

0 1 36 55 1

0 22 52 5 0

1 33 49 23 0

1 15 28 29 0 1

1 1 10 45 26 7 0 0

1 0 9 46 24 10 0 0

0 0 6 49 21 12 0

1 0 18 52 20 9 0

1 1 11 43 34 19 0

0 4 47 34 23 1

0 5 51 48 23 1

0 5 50 38 28 2

0 13 46 55 19 5

0 8 36 47 25 7

0 8 32 42 22 7

0 6 19 54 21 9 3

0 3 28 40 16 15 2

0 7 24 24 17 14 4

0 7 15 35 5 15 8

0 2 24 29 7 18 7
1

523 387 861 1,021 633 265 94 26

3 4 7

人

5 6

19

20

21

30

25

26

27

28

29

44

31

32

33

34

第 ４ 表

22

23

24

18

計

58

59

　60～

45

38

39

40

41

42

51

53

56

57

54

55

1

46

47

48

49

50

43

35

36

37

2

52

8

人 人 人 人 人 人 人
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２　消防職員給料表

級

年齢

4 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0 0

9 0 0 0 0 0 0 0

12 0 0 0 0 0 0 0

12 0 0 0 0 0 0 0

13 0 0 0 0 0 0

8 2 0 0 0 0 0 0

7 9 0 0 0 0 0 0

3 15 0 0 0 0 0 0

2 18 0 0 0 0 0 0

21 0 0 0 0 0 0

2 14 2 0 0 0 0 0

2 20 7 0 0 0 0 0

12 18 1 0 0 0 0

0 8 10 2 0 0 0 0

0 1 24 4 0 0 0 0

0 0 15 3 0 0 0 0

0 0 23 8 0 0 0 0

0 0 15 11 0 0 0 0

0 0 18 12 0 0 0

0 0 7 12 4 0 0 0

0 0 6 13 1 0 0 0

0 0 4 16 2 0 0 0

0 0 8 11 1 0 0 0

0 0 9 10 5 0 0 0

0 0 5 4 5 0 0 0

0 0 4 8 7 0 0 0

0 0 1 7 5 0 0 0

0 0 3 3 6 0 0 0

0 0 1 8 5 0 0 0

0 0 3 13 6 0 0 0

0 0 5 10 4 0 0

0 0 5 8 12 1 0 0

0 0 8 6 8 0 0

0 0 4 8 4 2 0 0

0 0 8 7 7 1 0 0

0 0 3 6 3 0

0 0 3 6 4 3 1

0 0 8 3 7 4 3 1

0 0 3 6 3 7

0 0 2 3 6 13 4

0 0 1 4 1 2 1

75 120 233 213 106 33 9 1計

58

59

　60～

46

47

48

49

50

51

52

53

56

57

54

55

37

44

45

38

39

40

41

42

43

31

32

33

34

35

36

23

24

18

19

20

21

87

29

30

25

26

27

28

22

1 2 3 4 5 6

人 人 人人人 人 人 人
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３　医療職員給料表

級

年齢

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 1 0 0 0

0 0 0 0

0 1 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 1 0 0 0

0 1 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 1 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 1 1 0

0 0 0

1 1

1 6 2 1 0

18

19

20

21

29

30

25

26

27

28

44

31

32

33

34

22

23

24

計

58

59

　60～

45

38

39

40

41

42

51

53

56

57

54

55

1

46

47

48

49

50

43

35

36

37

2

52

3 4 5

人 人 人 人 人
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４　教育職員給料表(1)

級

年齢

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 1 0 0 0

0 1 0 0 0

0 1 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 2 0 0 0

0 2 0 0 0

0 2 0 0 0

0 4 0 0 0

0 1 0 0 0

0 6 0 0 0

3 0 0 0

0 2 0 0 0

5 0 0 0

0 4 0 0 0

0 6 0 0 0

0 3 0 0 0

0 2 0 0 0

0 1 0 0 0

0 4 0 0 0

0 4 0 0 0

0 1 0 0 0

0 5 0 0 0

0 1 0 0 0

0 5 0 0

0 6 1 0

0 3 0 2 0

0 4 0

0 7 1 0

0 8 1 0

0 5

0 2

5 2

3 0 2

9 1

2 0

1 0

2 0 3

0 123 1 7 5

1 2 特2 3 4

人 人 人 人 人

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

　60～

計

54

55

56

57

58

59
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５　教育職員給料表(2)

級

年齢

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 2 0 0 0

0 93 0 0 0

0 88 0 0 0

0 98 0 0 0

0 94 0 0 0

0 95 0 0 0

0 72 0 0 0

0 86 0 0 0

0 76 0 0 0

0 68 0 0 0

0 81 0 0 0

0 94 0 0 0

78 0 0 0

0 57 0 0 0

63 0 0 0

0 74 0 0 0

0 67 0 0 0

0 68 0 0 0

0 65 0 0 0

0 65 0 0 0

0 59 0 0 0

0 50 0 0 0

0 53 0 0

0 52 1 0

0 50 7 0

0 62 5 0

0 61 8 0

0 58 1 6

0 71 2 12 1

0 89 2 17 2

0 75 3 19 6

0 90 1 17 11

0 87 5 15 8

0 96 3 8 11

0 93 2 16 15

0 106 1 5 8

0 85 2 6 19

0 110 7 24

0 102 1 5 22

0 2,933 23 154 127

1 2 特2 3 4

人 人 人 人 人

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

　60～

計

54

55

56

57

58

59
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扶養手当の支給状況

１　支給区分別支給状況

(注) １　この表でいう扶養親族とは、扶養手当の対象となっているものをいいます。次表において

  　　も同じです。

　　 ２　扶養親族内訳欄の(　)内の数字は、扶養手当の現行支給月額を示します。

２　扶養親族数別支給状況

      下は３級以下、７級は４級に相当します。また、教育職員については、行政職員でその職務

扶 養 親 族 で あ る
父 母 等

６級以下の職員

７級の職員

　　　の級が６級以下であるものの例によります。

人

人（3,500円）

135

0

人

（6,500円）

     ３　この表に示す職務の級は、行政職員及び消防職員の級であり、医療職員については６級以

人

36 人

扶 養 親 族 で あ る
配 偶 者

７級の職員

６級以下の職員

第 ５ 表

扶
　
養
　
親
　
族
　
の
　
内
　
訳

３　　人 ４人以上

21,336

配
偶
者
以
外

扶 養 親 族 で あ る 子

（6,500円）

（3,500円）

受
給
者
数

人

3,3172177541,121

2.0受 給 者 １人 当 た り 平 均 扶 養 親 族 数

人

人

円

扶　 　養　 　親　 　族　 　数

計

6,744

受 給 者 １人 当 た り 平 均 支 給 月 額

1,225

人

受　　　　給　　　　者　　　　数 3,317

２　　人１　　人

        計 （ 延  扶  養  親  族  数 ）              

（10,000円） 5,464

1,109
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 住居手当の支給状況

 通勤手当の支給状況

7,205

交  通  機  関  等  利  用  者

交  通  用  具  使  用  者

交 通 機 関 等 と 交 通 用 具 の 併 用 者

計

1,174

52

人

第 ６ 表

支　　給　　区　　分 受 給 者 数

手当月額11,000円未満の受給者

手当月額11,000円以上
27,000円未満の受給者

手当月額27,000円の受給者

借
家
・
借
間
居
住
者

計

5,979

受給者１人当たり
の平均支給月額

受給者１人当たり
の平均支給月額

3

610

1,567

人

人

人

円25,956

人

人

円

円

人

支　　給　　区　　分 受 給 者 数

第 ７ 表

2,180

人

円

6,232

17,418

7,031

円10,637

－47－



管理職手当の支給状況

(注) １　行政職員給料表における支給額及び受給者数です。

　　 ２　主幹級で管理職手当が支給される職員は、総合出張所の所長等です。

時間外勤務等の状況

(注) 令和５年度（2023年度）の市長事務部局（管理職手当の受給者を除く。）3,311人の平均です。

単身赴任手当の支給状況

職員の住居と配偶者の住居との間の交通距離
受給者計

人

12

人

0 9 0 0

人

手当受給者
１人当たり

平均手当月額

円

67,8330 01

人 人 人 人 人

1 0 0 1

900km未満 1,100km未満 1,300km未満 1,500km未満 2,000km未満

人

2,500km未満
2,500km以上

100km以上

300km未満

300km以上 500km以上 700km以上 900km以上 1,100km以上 2,000km以上

区分

受給者

100km未満
1,300km以上 1,500km以上

人人 人

500km未満 700km未満

項

113,600

支　給　額

103,700

90,800

１

２

３

４

第　１０　表

７

第　９　表

５ 課　　　長

課　長　級

受給者１人当たりの平均支給月額

円

円

時間171.9

年　平　均区　　分

平均時間外勤務等数

月　平　均

14.3 時間

人

人

人

人

人160

18

8

52

42

人

人

人428

円72,930

105

43

区　　分

局　　　長

局　長　級

部　　　長

部　長　級

計

円

円

円

受　給　者　数

第　８　表

主　幹　級
（注２参照）

62,700

51,700

81,800

６

71,100

円

円

－48－
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民 間 給 与 関 係 資 料 
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令和６年職種別民間給与実態調査の概要 

 

 

１ 調査の目的と時期 

  この調査は、本市職員の給与を検討するため、令和６年（2024 年）４月現在

における市内民間事業所の給与の実態を調査するものです。 

 

２ 調査機関 

  本委員会、人事院及び熊本県人事委員会等 

 

３ 調査の範囲等 

 (1) 調査の範囲 

ア 調査対象事業所（母集団事業所） 

    全産業の企業規模 50 人以上で、かつ、事業所規模 50 人以上の市内の民

間事業所 307 事業所 

  イ 調査対象職種 

    76 職種（うち初任給関係職種 18 職種） 

 

 (2) 標本事業所の抽出 

   上記(1)に記載した事業所を、組織、規模、産業により 10 層に層化し、こ

れらの層から 105 事業所を無作為に抽出し調査を行いました。 

   調査完了事業所数は、第 11 表のとおりです。 

    

 (3) 従業員の抽出 

   初任給関係以外の調査職種については、これに該当する従業員が多数に上

るときは、抽出した従業員について調査を行いました。なお、臨時の従業員

及び役員はすべて除外しました。 

 

 (4) 集計 

  ア 調査実人員 

    調査実人員は、3,767 人（うち初任給関係 329 人、技能・労務関係等 1

人）であり、その平均給与等（初任給関係を除く。）は、第 12 表のとおり

です。 

    なお、調査職種該当者（母集団）の推定数は、19,195 人です。 

  イ 総計及び平均の算出に際しては、母集団に復元して行いました。 
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第 １１ 表  産業別、企業規模別調査事業所数 
 
 

規 模 

 

 

産 業 

企    業    規    模 

計 3,000 人 1,000 人 500 人 300 人 200 人 100 人 50 人 

 ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

以 上 2,999 人 999 人 499 人 299 人 199 人 99 人 

 事業所 事業所 事業所 事業所 事業所 事業所 事業所 事業所 

農業、林業、漁業、

鉱業、採石業、砂

利採取業、建設業 

3 0 2 0 1 2 2 10 

製造業 0 3 1 0 1 7 1 13 

電気・ガス・熱供

給・水道業、情報

通信業、運輸業、

郵便業 

6 2 0 3 3 2 0 16 

卸売業、小売業 1 1 4 2 1 4 5 18 

金融業、保険業、

不動産業、物品賃

貸業 

1 0 0 0 1 1 1 4 

教育、学習支援

業、医療、福祉、

サービス業 

7 2 2 4 0 6 3 24 

計 18 8 9 9 7 22 12 85 

（注）上記のほか、事業所規模が調査対象となる規模を下回っていたため調査対象外であることが判

明した事業所が 6 事業所、調査不能事業所が 14事業所ありました。 



第 １２ 表　　企業規模別、職種別、学歴別給与額等

その１　給与比較の対象職種

１　企業規模計

うち時間
外手当
（Ｂ）

人 歳 月 円 円 円

支 店 長 9 53 3 776,354 1,035 775,319

大　学　卒 9 53 3 776,354 1,035 775,319

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 - - - - -

中　学　卒 - - - - -

部　　長 80 55 4 544,162 414 543,748

大　学　卒 55 54 10 575,008 45 574,963 同上

短　大　卒 6 57 10 453,187 0 453,187

高　校　卒 19 55 10 492,341 1,542 490,799

中　学　卒 - - - - -

部 次 長 39 53 7 490,532 300 490,232

大　学　卒 30 53 7 484,876 269 484,607 同上

短　大　卒 2 51 6 593,050 0 593,050

高　校　卒 7 54 4 496,971 528 496,443

中　学　卒 - - - - -

課　　長 182 50 10 546,221 10,649 535,572

大　学　卒 99 48 11 533,230 17,520 515,710 同上

短　大　卒 25 52 1 515,890 1,182 514,708

高　校　卒 58 53 6 581,217 2,948 578,269

中　学　卒 - - - - -

課長代理 100 48 8 518,182 39,037 479,145

大　学　卒 48 46 8 529,240 36,367 492,873 同上

短　大　卒 14 50 6 425,563 46,812 378,751

高　校　卒 38 50 7 535,186 39,697 495,489

中　学　卒 - - - - -

（注）  １　「*」は、調査実人員が１人の場合である（以下本表２から４において同じ。）。

　２　「中間職（部長－課長間）」とは、部長と課長の両方がいる場合で、役職、職能資格又は給与上の

　　等級（格付）から職責が部長と課長の間に位置付けられる者をいう（以下本表２から４において同じ。）。

　３　「中間職（課長－係長間）」とは、課長と係長の両方がいる場合で、役職、職能資格又は給与上の

　　等級（格付）から職責が課長と係長の間に位置付けられる者をいう（以下本表２から４において同じ。）。

行政職員給
料表における
対　応　級

備　　考
（Ａ－Ｂ）

平

均

年

齢

職　種　名

調

査

実

人

員

令和６年４月分平均支給額

きまって
支給する

給与
（Ａ）

２課以上又は構成員20
人以上の部の長
職能資格等が上記部の
長と同等と認められる
部の長及び部長級専門
職
（取締役兼任者を除
く。）

前記課長に事故等のあると
きの職務代行者
課長に直属し部下に係長等
の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上
を有する者
職能資格等が上記課長代理
と同等と認められる課長代
理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

２係以上又は構成員10
人以上の課の長
職能資格等が上記課の
長と同等と認められる
課の長及び課長級専門
職

前記部長に事故等のあ
るときの職務代行者
職能資格等が上記部の
次長と同等と認められ
る部の次長及び部次長
級専門職
中間職（部長－課長
間）

本表２企業規模
500人以上、本
表３企業規模
100人以上500人
未満及び本表４
企業規模50人以
上100人未満の
対応級欄参照

事
　
　
務
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

構成員50人以上の支店
（社）の長（取締役兼
任者を除く。）
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うち時間
外手当
（Ｂ）

人 歳 月 円 円 円

係　　長 263 43 9 424,634 46,280 378,354

大　学　卒 145 43 8 434,035 46,662 387,373

短　大　卒 31 44 6 405,227 49,203 356,024

高　校　卒 85 43 8 417,155 45,541 371,614

中　学　卒 2 46 7 393,661 3,777 389,884

主　　任 312 38 10 364,389 40,776 323,613

大　学　卒 159 37 9 392,095 47,818 344,277 同上

短　大　卒 38 45 5 347,387 40,529 306,858

高　校　卒 115 38 3 332,303 31,454 300,849

中　学　卒 - - - - -

係　　員 849 37 3 291,183 27,050 264,133

大　学　卒 468 33 5 313,071 34,519 278,552 同上

短　大　卒 138 43 5 270,050 21,015 249,035

高　校　卒 239 41 0 255,533 14,272 241,261

中　学　卒 4 43 7 296,255 20,471 275,784

工 場 長 - - - - -

大　学　卒 - - - - - 同上

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 - - - - -

中　学　卒 - - - - -

部　　長 61 54 3 628,491 896 627,595

大　学　卒 28 54 4 661,766 858 660,908 同上

短　大　卒 6 55 2 493,158 2,754 490,404

高　校　卒 27 54 0 626,075 423 625,652

中　学　卒 - - - - -

（注）　「中間職（係長－係員間）」とは、係長と係員の両方がいる場合で、役職、職能資格又は給与上の

等級（格付）から職責が係長と係員の間に位置付けられる者をいう（以下本表２から４において同じ。）。

事
　
　
務
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

技
術
関
係
職
種

きまって
支給する
給与
（Ａ）

係長等のいる事業所におけ
る主任
係長等のいない事業所にお
ける主任のうち、課長代理
以上に直属し、部下を有す
る者
係長等のいない事業所にお
いて、職能資格等が上記主
任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）

２課以上又は構成員20
人以上の部の長
職能資格等が上記部の
長と同等と認められる
部の長及び部長級専門
職
（取締役兼任者を除
く。）

構成員50人以上の工場
の長（取締役兼任者を
除く。）

係の長及び係長級専門
職

平

均

年

齢

職　種　名

調

査

実

人

員

令和６年４月分平均支給額

本表２企業規模
500人以上、本
表３企業規模
100人以上500人
未満及び本表４
企業規模50人以
上100人未満の
対応級欄参照

行政職員給
料表における
対　応　級

備　　考
（Ａ－Ｂ）
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うち時間
外手当
（Ｂ）

人 歳 月 円 円 円

部 次 長 26 53 4 577,017 907 576,110

大　学　卒 4 55 1 592,311 208 592,103

短　大　卒 3 54 7 604,047 0 604,047

高　校　卒 19 52 9 569,381 1,204 568,177

中　学　卒 - - - - -

課　　長 144 49 3 521,805 2,230 519,575

大　学　卒 75 48 4 527,076 2,217 524,859 同上

短　大　卒 18 48 0 458,375 2,299 456,076

高　校　卒 48 51 6 544,917 2,347 542,570

中　学　卒 3 48 4 442,780 0 442,780

課長代理 53 48 6 443,204 66,636 376,568

大　学　卒 33 47 0 450,412 69,293 381,119 同上

短　大　卒 12 51 2 439,541 76,801 362,740

高　校　卒 8 50 11 413,846 34,181 379,665

中　学　卒 - - - - -

係　　長 94 46 4 473,282 78,364 394,918

大　学　卒 40 44 2 442,775 90,621 352,154 同上

短　大　卒 16 47 9 411,701 55,931 355,770

高　校　卒 38 49 2 571,143 72,867 498,276

中　学　卒 - - - - -

主　　任 231 43 5 449,730 73,180 376,550

大　学　卒 105 39 11 421,680 68,520 353,160 同上

短　大　卒 47 43 10 448,554 83,738 364,816

高　校　卒 79 48 6 494,157 73,436 420,721

中　学　卒 - - - - -

係　　員 372 32 2 341,888 53,663 288,225

大　学　卒 206 30 10 333,997 52,869 281,128 同上

短　大　卒 67 34 3 367,005 66,118 300,887

高　校　卒 99 33 9 341,319 46,481 294,838

中　学　卒 - - - - -

きまって
支給する

給与
（Ａ）

本表２企業規模
500人以上、本
表３企業規模
100人以上500人
未満及び本表４
企業規模50人以
上100人未満の
対応級欄参照

行政職員給
料表における
対　応　級

備　　考

２係以上又は構成員10
人以上の課の長
職能資格等が上記課の
長と同等と認められる
課の長及び課長級専門
職

（Ａ－Ｂ）

技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

職　種　名

係長等のいる事業所におけ
る主任
係長等のいない事業所にお
ける主任のうち、課長代理
以上に直属し、部下を有す
る者
係長等のいない事業所にお
いて、職能資格等が上記主
任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）

係の長及び係長級専門
職

前記課長に事故等のあると
きの職務代行者
課長に直属し部下に係長等
の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上
を有する者
職能資格等が上記課長代理
と同等と認められる課長代
理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

前記部長に事故等のあ
るときの職務代行者
職能資格等が上記部の
次長と同等と認められ
る部の次長及び部次長
級専門職
中間職（部長－課長
間）

平

均

年

齢

調

査

実

人

員

令和６年４月分平均支給額
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２　企業規模500人以上

うち時間
外手当
（Ｂ）

人 歳 月 円 円 円

支 店 長 9 53 3 776,354 1,035 775,319

大　学　卒 9 53 3 776,354 1,035 775,319

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 - - - - -

中　学　卒 - - - - -

部　　長 37 54 10 631,591 1,095 630,496 ８級

大　学　卒 29 54 10 635,949 103 635,846

短　大　卒 * * * * *

高　校　卒 7 55 2 610,039 5,751 604,288

中　学　卒 - - - - -

部 次 長 21 53 8 545,054 487 544,567 ８級

大　学　卒 14 53 4 540,242 398 539,844

短　大　卒 2 51 6 593,050 0 593,050

高　校　卒 5 55 6 539,882 942 538,940

中　学　卒 - - - - -

課　　長 126 50 7 606,148 14,521 591,627 ７級

大　学　卒 65 48 1 598,343 26,566 571,777

短　大　卒 15 51 9 580,165 2,030 578,135

高　校　卒 46 53 5 623,537 2,435 621,102

中　学　卒 - - - - -

課長代理 54 48 10 611,788 48,408 563,380 ５級、６級

大　学　卒 29 48 0 611,864 45,529 566,335

短　大　卒 2 46 6 606,191 114,036 492,155

高　校　卒 23 50 1 612,208 45,783 566,425

中　学　卒 - - - - -

２課以上又は構成員20
人以上の部の長
職能資格等が上記部の
長と同等と認められる
部の長及び部長級専門
職
（取締役兼任者を除
く。）

前記課長に事故等のあると
きの職務代行者
課長に直属し部下に係長等
の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上
を有する者
職能資格等が上記課長代理
と同等と認められる課長代
理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

２係以上又は構成員10
人以上の課の長
職能資格等が上記課の
長と同等と認められる
課の長及び課長級専門
職

前記部長に事故等のあ
るときの職務代行者
職能資格等が上記部の
次長と同等と認められ
る部の次長及び部次長
級専門職
中間職（部長－課長
間）

８級

事
　
　
務
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

構成員50人以上の支店
（社）の長（取締役兼
任者を除く。）

行政職員給
料表における
対　応　級

備　　考
（Ａ－Ｂ）

平

均

年

齢

職　種　名

調

査

実

人

員

令和６年４月分平均支給額

きまって
支給する

給与
（Ａ）
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うち時間
外手当
（Ｂ）

人 歳 月 円 円 円

係　　長 122 45 6 500,692 47,768 452,924

大　学　卒 76 44 8 505,279 54,953 450,326

短　大　卒 12 47 9 513,353 44,307 469,046

高　校　卒 32 46 1 493,029 37,983 455,046

中　学　卒 2 46 7 393,661 3,777 389,884

主　　任 165 41 1 440,398 52,409 387,989 ３級

大　学　卒 109 39 4 440,903 59,492 381,411

短　大　卒 18 46 10 440,852 61,075 379,777

高　校　卒 38 43 9 438,876 30,224 408,652

中　学　卒 - - - - -

係　　員 484 37 6 325,166 36,642 288,524 １級、２級

大　学　卒 320 33 11 342,897 43,777 299,120

短　大　卒 77 46 1 289,160 26,570 262,590

高　校　卒 84 43 6 287,884 17,223 270,661

中　学　卒 3 44 3 298,895 3,209 295,686

工 場 長 - - - - - ８級

大　学　卒 - - - - -

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 - - - - -

中　学　卒 - - - - -

部　　長 41 54 3 703,567 797 702,770 ８級

大　学　卒 19 54 5 754,030 0 754,030

短　大　卒 * * * * *

高　校　卒 21 54 2 653,328 575 652,753

中　学　卒 - - - - -

調

査

実

人

員

令和６年４月分平均支給額

４級

行政職員給
料表における
対　応　級

備　　考
（Ａ－Ｂ）

事
　
　
務
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

技
術
関
係
職
種

きまって
支給する

給与
（Ａ）

係長等のいる事業所におけ
る主任
係長等のいない事業所にお
ける主任のうち、課長代理
以上に直属し、部下を有す
る者
係長等のいない事業所にお
いて、職能資格等が上記主
任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）

２課以上又は構成員20
人以上の部の長
職能資格等が上記部の
長と同等と認められる
部の長及び部長級専門
職
（取締役兼任者を除
く。）

構成員50人以上の工場
の長（取締役兼任者を
除く。）

係の長及び係長級専門
職

平

均

年

齢

職　種　名

－57－



うち時間
外手当
（Ｂ）

人 歳 月 円 円 円

部 次 長 24 54 0 592,882 890 591,992

大　学　卒 4 55 1 592,311 208 592,103

短　大　卒 3 54 7 604,047 0 604,047

高　校　卒 17 53 8 590,975 1,225 589,750

中　学　卒 - - - - -

課　　長 97 49 3 569,353 3,109 566,244 ７級

大　学　卒 46 48 2 590,470 2,949 587,521

短　大　卒 8 43 9 512,840 6,174 506,666

高　校　卒 41 51 7 559,045 2,820 556,225

中　学　卒 2 49 0 470,730 0 470,730

課長代理 4 47 6 716,552 108,992 607,560 ５級、６級

大　学　卒 4 47 6 716,552 108,992 607,560

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 - - - - -

中　学　卒 - - - - -

係　　長 52 48 9 600,379 89,588 510,791 ４級

大　学　卒 14 46 11 595,716 115,913 479,803

短　大　卒 4 48 0 625,330 111,138 514,192

高　校　卒 34 49 8 598,885 75,202 523,683

中　学　卒 - - - - -

主　　任 155 44 10 509,397 90,802 418,595 ３級

大　学　卒 57 42 7 503,174 90,091 413,083

短　大　卒 30 44 2 504,451 104,730 399,721

高　校　卒 68 47 1 517,053 84,800 432,253

中　学　卒 - - - - -

係　　員 242 33 9 374,351 64,118 310,233 １級、２級

大　学　卒 119 32 9 373,345 64,780 308,565

短　大　卒 49 36 9 394,809 72,051 322,758

高　校　卒 74 33 2 362,168 57,844 304,324

中　学　卒 - - - - -

技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

職　種　名

係長等のいる事業所におけ
る主任
係長等のいない事業所にお
ける主任のうち、課長代理
以上に直属し、部下を有す
る者
係長等のいない事業所にお
いて、職能資格等が上記主
任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）

係の長及び係長級専門
職

前記課長に事故等のあると
きの職務代行者
課長に直属し部下に係長等
の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上
を有する者
職能資格等が上記課長代理
と同等と認められる課長代
理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

前記部長に事故等のあ
るときの職務代行者
職能資格等が上記部の
次長と同等と認められ
る部の次長及び部次長
級専門職
中間職（部長－課長
間）

平

均

年

齢

調

査

実

人

員

令和６年４月分平均支給額

きまって
支給する

給与
（Ａ）

８級

行政職員給
料表における
対　応　級

備　　考

２係以上又は構成員10
人以上の課の長
職能資格等が上記課の
長と同等と認められる
課の長及び課長級専門
職

（Ａ－Ｂ）
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３　企業規模100人以上500人未満

うち時間
外手当
（Ｂ）

人 歳 月 円 円 円

支 店 長 - - - - -

大　学　卒 - - - - -

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 - - - - -

中　学　卒 - - - - -

部　　長 38 55 3 502,018 25 501,993 ７級

大　学　卒 25 54 11 524,792 0 524,792

短　大　卒 5 58 6 432,370 0 432,370

高　校　卒 8 54 0 477,131 122 477,009

中　学　卒 - - - - -

部 次 長 16 53 1 460,924 0 460,924 7級

大　学　卒 14 53 1 463,570 0 463,570

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 2 53 0 442,400 0 442,400

中　学　卒 - - - - -

課　　長 46 51 1 429,551 4,753 424,798 ５級、６級

大　学　卒 27 50 0 428,740 5,820 422,920

短　大　卒 10 52 5 447,132 275 446,857

高　校　卒 9 53 1 407,416 7,286 400,130

中　学　卒 - - - - -

課長代理 37 47 5 383,115 31,819 351,296 ４級

大　学　卒 14 42 0 374,521 29,741 344,780

短　大　卒 12 51 5 386,085 32,120 353,965

高　校　卒 11 50 2 390,957 34,160 356,797

中　学　卒 - - - - -

行政職員給
料表における
対　応　級

備　　考
（Ａ－Ｂ）

平

均

年

齢

職　種　名

調

査

実

人

員

令和６年４月分平均支給額

きまって
支給する

給与
（Ａ）

２課以上又は構成員20
人以上の部の長
職能資格等が上記部の
長と同等と認められる
部の長及び部長級専門
職
（取締役兼任者を除
く。）

前記課長に事故等のあると
きの職務代行者
課長に直属し部下に係長等
の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上
を有する者
職能資格等が上記課長代理
と同等と認められる課長代
理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

２係以上又は構成員10
人以上の課の長
職能資格等が上記課の
長と同等と認められる
課の長及び課長級専門
職

前記部長に事故等のあ
るときの職務代行者
職能資格等が上記部の
次長と同等と認められ
る部の次長及び部次長
級専門職
中間職（部長－課長
間）

８級

事
　
　
務
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

構成員50人以上の支店
（社）の長（取締役兼
任者を除く。）
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うち時間
外手当
（Ｂ）

人 歳 月 円 円 円

係　　長 107 40 7 340,381 49,736 290,645

大　学　卒 47 40 6 335,650 40,260 295,390

短　大　卒 18 41 10 320,052 48,888 271,164

高　校　卒 42 40 0 355,065 61,715 293,350

中　学　卒 - - - - -

主　　任 117 36 2 278,014 30,845 247,169 ２級

大　学　卒 29 35 2 276,602 23,894 252,708

短　大　卒 17 43 6 284,377 28,711 255,666

高　校　卒 71 34 11 277,169 34,128 243,041

中　学　卒 - - - - -

係　　員 294 36 6 239,813 14,023 225,790 １級

大　学　卒 115 32 10 241,746 14,089 227,657

短　大　卒 52 38 9 233,837 12,118 221,719

高　校　卒 126 39 3 239,783 14,099 225,684

中　学　卒 * * * * *

工 場 長 - - - - - ８級

大　学　卒 - - - - -

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 - - - - -

中　学　卒 - - - - -

部　　長 19 54 2 512,596 1,123 511,473 ７級

大　学　卒 8 53 11 516,578 2,523 514,055

短　大　卒 5 55 5 465,896 0 465,896

高　校　卒 6 53 5 550,200 0 550,200

中　学　卒 - - - - -

事
　
　
務
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

技
術
関
係
職
種

きまって
支給する

給与
（Ａ）

係長等のいる事業所におけ
る主任
係長等のいない事業所にお
ける主任のうち、課長代理
以上に直属し、部下を有す
る者
係長等のいない事業所にお
いて、職能資格等が上記主
任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）

２課以上又は構成員20
人以上の部の長
職能資格等が上記部の
長と同等と認められる
部の長及び部長級専門
職
（取締役兼任者を除
く。）

構成員50人以上の工場
の長（取締役兼任者を
除く。）

係の長及び係長級専門
職

平

均

年

齢

職　種　名

調

査

実

人

員

令和６年４月分平均支給額

３級

行政職員給
料表における
対　応　級

備　　考
（Ａ－Ｂ）
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うち時間
外手当
（Ｂ）

人 歳 月 円 円 円

部 次 長 2 47 0 430,421 1,071 429,350

大　学　卒 - - - - -

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 2 47 0 430,421 1,071 429,350

中　学　卒 - - - - -

課　　長 47 49 3 444,154 794 443,360 ５級、６級

大　学　卒 29 48 6 445,260 1,272 443,988

短　大　卒 10 50 7 426,060 0 426,060

高　校　卒 7 51 1 474,770 0 474,770

中　学　卒 * * * * *

課長代理 49 48 7 429,325 64,486 364,839 ４級

大　学　卒 29 47 0 428,526 66,029 362,497

短　大　卒 12 51 2 439,541 76,801 362,740

高　校　卒 8 50 11 413,846 34,181 379,665

中　学　卒 - - - - -

係　　長 41 44 9 388,063 70,569 317,494 ３級

大　学　卒 26 43 5 399,889 83,528 316,361

短　大　卒 11 48 0 368,152 41,460 326,692

高　校　卒 4 45 3 337,902 53,237 284,665

中　学　卒 - - - - -

主　　任 76 41 2 358,754 46,312 312,442 ２級

大　学　卒 48 37 8 352,851 50,301 302,550

短　大　卒 17 43 4 365,413 52,515 312,898

高　校　卒 11 55 8 378,199 15,881 362,318

中　学　卒 - - - - -

係　　員 127 29 11 294,132 38,001 256,131 １級

大　学　卒 84 29 0 296,042 41,085 254,957

短　大　卒 18 28 6 302,574 52,371 250,203

高　校　卒 25 35 5 278,623 12,313 266,310

中　学　卒 - - - - -

きまって
支給する

給与
（Ａ）

７級

行政職員給
料表における
対　応　級

備　　考

２係以上又は構成員10
人以上の課の長
職能資格等が上記課の
長と同等と認められる
課の長及び課長級専門
職

（Ａ－Ｂ）

技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

職　種　名

係長等のいる事業所におけ
る主任
係長等のいない事業所にお
ける主任のうち、課長代理
以上に直属し、部下を有す
る者
係長等のいない事業所にお
いて、職能資格等が上記主
任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）

係の長及び係長級専門
職

前記課長に事故等のあると
きの職務代行者
課長に直属し部下に係長等
の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上
を有する者
職能資格等が上記課長代理
と同等と認められる課長代
理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

前記部長に事故等のあ
るときの職務代行者
職能資格等が上記部の
次長と同等と認められ
る部の次長及び部次長
級専門職
中間職（部長－課長
間）

平

均

年

齢

調

査

実

人

員

令和６年４月分平均支給額
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４　企業規模50人以上100人未満

うち時間
外手当
（Ｂ）

人 歳 月 円 円 円

支 店 長 - - - - -

大　学　卒 - - - - -

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 - - - - -

中　学　卒 - - - - -

部　　長 5 57 10 443,990 0 443,990 ７級

大　学　卒 * * * * *

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 4 59 6 410,463 0 410,463

中　学　卒 - - - - -

部 次 長 2 57 0 433,867 1,542 432,325 ７級

大　学　卒 2 57 0 433,867 1,542 432,325

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 - - - - -

中　学　卒 - - - - -

課　　長 10 51 10 468,975 0 468,975 ５級、６級

大　学　卒 7 50 4 466,776 0 466,776

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 3 55 6 474,107 0 474,107

中　学　卒 - - - - -

課長代理 9 52 3 422,865 6,778 416,087 ４級

大　学　卒 5 50 3 436,961 0 436,961

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 4 54 9 405,244 15,250 389,994

中　学　卒 - - - - -

２課以上又は構成員20
人以上の部の長
職能資格等が上記部の
長と同等と認められる
部の長及び部長級専門
職
（取締役兼任者を除
く。）

前記課長に事故等のあると
きの職務代行者
課長に直属し部下に係長等
の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上
を有する者
職能資格等が上記課長代理
と同等と認められる課長代
理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

２係以上又は構成員10
人以上の課の長
職能資格等が上記課の
長と同等と認められる
課の長及び課長級専門
職

前記部長に事故等のあ
るときの職務代行者
職能資格等が上記部の
次長と同等と認められ
る部の次長及び部次長
級専門職
中間職（部長－課長
間）

７級

事
　
　
務
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

構成員50人以上の支店
（社）の長（取締役兼
任者を除く。）

行政職員給
料表における
対　応　級

備　　考
（Ａ－Ｂ）

平

均

年

齢

職　種　名

調

査

実

人

員

令和６年４月分平均支給額

きまって
支給する

給与
（Ａ）
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うち時間
外手当
（Ｂ）

人 歳 月 円 円 円

係　　長 34 46 9 409,433 33,208 376,225

大　学　卒 22 46 6 423,778 36,487 387,291

短　大　卒 * * * * *

高　校　卒 11 47 7 384,830 19,728 365,102

中　学　卒 - - - - -

主　　任 30 37 7 321,670 23,693 297,977 ２級

大　学　卒 21 34 6 329,252 28,577 300,675

短　大　卒 3 48 6 267,016 13,941 253,075

高　校　卒 6 43 0 322,460 11,475 310,985

中　学　卒 - - - - -

係　　員 71 36 7 252,979 11,408 241,571 １級

大　学　卒 33 31 6 263,151 13,907 249,244

短　大　卒 9 40 3 260,793 11,324 249,469

高　校　卒 29 41 3 238,980 8,591 230,389

中　学　卒 - - - - -

工 場 長 - - - - - ７級

大　学　卒 - - - - -

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 - - - - -

中　学　卒 - - - - -

部　　長 * * * * * ７級

大　学　卒 * * * * *

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 - - - - -

中　学　卒 - - - - -

調

査

実

人

員

令和６年４月分平均支給額

３級

行政職員給
料表における
対　応　級

備　　考
（Ａ－Ｂ）

事
　
　
務
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

技
術
関
係
職
種

きまって
支給する

給与
（Ａ）

係長等のいる事業所におけ
る主任
係長等のいない事業所にお
ける主任のうち、課長代理
以上に直属し、部下を有す
る者
係長等のいない事業所にお
いて、職能資格等が上記主
任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）

２課以上又は構成員20
人以上の部の長
職能資格等が上記部の
長と同等と認められる
部の長及び部長級専門
職
（取締役兼任者を除
く。）

構成員50人以上の工場
の長（取締役兼任者を
除く。）

係の長及び係長級専門
職

平

均

年

齢

職　種　名
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うち時間
外手当
（Ｂ）

人 歳 月 円 円 円

部 次 長 - - - - -

大　学　卒 - - - - -

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 - - - - -

中　学　卒 - - - - -

課　　長 - - - - - ５級、６級

大　学　卒 - - - - -

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 - - - - -

中　学　卒 - - - - -

課長代理 - - - - - ４級

大　学　卒 - - - - -

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 - - - - -

中　学　卒 - - - - -

係　　長 * * * * * ３級

大　学　卒 - - - - -

短　大　卒 * * * * *

高　校　卒 - - - - -

中　学　卒 - - - - -

主　　任 - - - - -

大　学　卒 - - - - -

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 - - - - -

中　学　卒 - - - - -

係　　員 3 26 10 253,070 37,237 215,833 １級

大　学　卒 3 26 10 253,070 37,237 215,833

短　大　卒 - - - - -

高　校　卒 - - - - -

中　学　卒 - - - - -

係の長及び係長級専門
職

前記課長に事故等のあると
きの職務代行者
課長に直属し部下に係長等
の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上
を有する者
職能資格等が上記課長代理
と同等と認められる課長代
理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

前記部長に事故等のあ
るときの職務代行者
職能資格等が上記部の
次長と同等と認められ
る部の次長及び部次長
級専門職
中間職（部長－課長
間）

平

均

年

齢

調

査

実

人

員

令和６年４月分平均支給額

きまって
支給する

給与
（Ａ）

技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

係長等のいる事業所におけ
る主任
係長等のいない事業所にお
ける主任のうち、課長代理
以上に直属し、部下を有す
る者
係長等のいない事業所にお
いて、職能資格等が上記主
任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）

７級

行政職員給
料表における
対　応　級

備　　考

２係以上又は構成員10
人以上の課の長
職能資格等が上記課の
長と同等と認められる
課の長及び課長級専門
職

２級

（Ａ－Ｂ）
職　種　名
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その２　給与比較の対象外職種

企業規模計

うち時間
外手当
（Ｂ）

人 歳 月 円 円 円

- - - - -

- - - - -

* * * * *

- - - - -

学 長 等 2 62 0 761,700 0 761,700

教 授 45 58 5 581,405 0 581,405

准 教 授 31 50 2 513,636 0 513,636

講 師 24 51 8 479,050 0 479,050

助 教 16 43 8 423,520 0 423,520

校 長 * * * * *

教 頭 2 57 0 681,200 0 681,200

教 諭 22 40 7 464,542 0 464,542

- - - - -

- - - - -

- - - - -

- - - - -

- - - - -

- - - - -

* * * * *

- - - - -

- - - - -

12 58 11 1,461,383 173,900 1,287,483

- - - - -

3 45 6 495,933 18,445 477,488

14 43 2 362,912 27,509 335,403

24 39 7 334,453 22,402 312,051

37 39 3 276,463 14,024 262,439

23 41 6 243,040 5,894 237,146

69 34 3 312,095 18,091 294,004

53 31 4 276,572 8,720 267,852

2 57 0 402,605 10,000 392,605

56 49 9 392,692 23,696 368,996

127 32 0 292,560 27,779 264,781

58 45 5 250,792 15,758 235,034

職　種　名

調

査

実

人

員

平

均

年

齢

令和６年４月分平均支給額

備　　考
きまって
支給する

給与
（Ａ）

（Ａ－Ｂ）

研
究
関
係
職
種

研 究 所 長
構成員50人以上の所の長（取締役兼任者を
除く。）

研究部（課）長
２室（係）以上又は構成員７人以上の部
（課）の長

研究室（係）長 構成員３人以上の室（係）の長

主 任 研 究 員
下記研究員より上位の者（研究所長の職名
を有する者、上記研究部（課）長及び研究
室（係）長を除く。）

技
能
・
労
務
関
係
職
種

電 話 交 換 手 見習、外国語の電話交換手を除く。

自 家 用 乗 用
自動車運転手

業務委託契約等に基づき、他の事業所にお
いて業務に従事している者を除く。

守 衛

看 護 師 長

用 務 員

研 究 員

研 究 補 助 員

副 院 長

理 学 療 法 士

作 業 療 法 士

臨床検査技師

医 科 長

医 師

歯 科 医 師

薬 局 長

薬 剤 師

教
育
関
係
職
種

大
学

高
校

総 看 護 師 長

医
　
　
療
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

病 院 長

診療放射線技師

看 護 師

准 看 護 師

栄 養 士

部下に医師又は歯科医師５人以上

上記病院長に事故等のあるときの職務代行
者

部下に医師又は歯科医師１人以上

部下に看護師長５人以上

部下に看護師又は准看護師５人以上

部下に薬剤師２人以上
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第 １３ 表 民間における初任給の改定状況              （単位：％） 
項 目 

 

学 歴 

新規学卒者

の採用あり 

 
新規学卒者

の採用なし 
初任給の改定状況 

増 額 据置き 減 額 

大 学 卒 ５６．３ （６４．７） （３５．３） （０．０） ４３．７ 

高 校 卒 ３５．４ （６８．９） （３１．１） （０．０） ６４．６ 

（注）１ 新規学卒者の採用の有無は、企業全体として見た場合の採用状況について集計した 

ものです。 

   ２ （ ）内は、新規学卒者の採用がある事業所を 100 とした割合です。 

 

 

第 １４ 表 民間における職種別、学歴別初任給            （単位：円） 

職   種 学   歴 初任給月額 

新 卒 事 務 員 
大 学 卒 

高 校 卒 

１９６，０５２ 

１６７，２９０ 

新 卒 技 術 者 
大 学 卒 

高 校 卒 

２１９，１１１ 

１７５，９１２ 

新卒事務員・技術者計 
大 学 卒 

高 校 卒 

２０１，３１４ 

１７１，０１１ 

備考 職員の場合、新卒事務員・技術者の初任給は、大学卒 204,500 円、高校卒 171,300 円です。 

 

 

第 １５ 表 民間における家族手当の支給状況 

その１ 家族手当の支給状況                     （単位：％） 

家族手当制度 

がある 

 

家族手当制度 

がない 
配偶者に家族手当を

支給する 

子に家族手当を支給

する 

６８．１ （８６．０） （９７．９） ３１．９ 

（注）（ ）内は、家族手当制度がある事業所を 100 とした割合です。 
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その２ 扶養家族の構成別支給月額                  （単位：円） 

扶 養 家 族 の 構 成 支 給 月 額 

配 偶 者 １０，９６０ 

配 偶 者 と 子 １ 人 １６，３３５ 

配 偶 者 と 子 ２ 人 ２１，６９６ 

子 １ 人 ９，２６７ 

子 ２ 人 １５，１３０ 

子 ３ 人 ２１，０８４ 

（注）１ 支給月額は、配偶者に家族手当を支給し、その支給につき配偶者の収入による制限が

ある事業所について算出しました。 

    ２ 「子 1 人」、「子２人」、「子３人」の支給月額は、配偶者に家族手当を支給せず、子

に家族手当を支給する事業所について算出しました。 

 

その３ 配偶者に対する家族手当の見直し予定の状況          （単位：％） 

見 直 し 予 定 の 状 況 割 合 

配偶者に対する家族手当を見直す予定 

又は見直すことについて検討中 
１５．１ 

税制及び社会保障制度の見直しの動向、他の

民間企業の見直しの動向、公務員の見直しの

動向等によっては、見直すことを検討 

５．６ 

配偶者に対する家族手当を見直す予定はない

（検討も行っていない） 
７９．３ 

（注）調査対象は、配偶者に家族手当を支給する事業所です。 
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第 １６ 表 民間における通勤手当の支給状況 

その１ 在来線を利用する通勤者に対する通勤手当の支給状況         （単位：％） 

在来線の 

通勤手当を 

支給する 

 

  在来線の 

通勤手当を 

支給しない 

 
全額支給 

非課税限度額 

（月 15 万円）

以上 

非課税限度額 

（月 15 万円）

未満 

その他 

７９．２ （１９．９） （６．３） （６８．９） （４．９） ２０．８ 

（注）（ ）内は、在来線の通勤手当を支給する事業所を 100 とした割合です。 

 

その２ 新幹線又は在来線の特急を利用する遠距離通勤者に対する特急料金を含む通勤手当の支給状況 

（単位：％） 

特急料金を含む 

通勤手当を 

支給する 

 

  特急料金を含む 

通勤手当を 

支給しない 

 
全額支給 

非課税限度額 

（月 15 万円）

以上 

非課税限度額 

（月 15 万円）

未満 

その他 

９１．９ （２９．６） （１５．６） （３９．６） （１５．２） ８．１ 

（注）１ 新幹線又は在来線の特急を利用する遠距離通勤者がいる事業所を 100 とした割合です。 

２ （ ）内は、特急料金を含む通勤手当を支給する事業所を 100 とした割合です。 
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そ の 他 参 考 資 料 
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第 １７ 表  費目別、世帯人員別標準生計費 
 

熊本市における費目別、世帯人員別標準生計費              （令和６年４月） 

世帯人員 
費目 

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 

 円 円 円 円 円 

食 料 費 37,723 47,915 62,279 76,643 91,110 

住居関係費 46,953 52,635 48,517 44,400 40,282 

被服・履物費 7,220 6,742 10,292 13,842 17,410 

雑 費 Ⅰ 32,030 43,995 67,396 90,798 114,012 

雑 費 Ⅱ 11,338 20,475 25,673 30,934 36,196 

計 135,264 171,762 214,157 256,617 299,010 

 
（注）１ 標準生計費算定に係る各費目は次のとおりであり、それぞれの内容は「家計調査」（総

務省）等の大分類項目に対応しています。 
      食 料 費 … 食料 
      住居関係費 … 住居、光熱・水道、家具・家事用品 
      被服・履物費 … 被服及び履物 
      雑 費 Ⅰ … 保健医療、交通・通信、教育、教養娯楽 
      雑 費 Ⅱ … その他の消費支出（諸雑費、こづかい、交際費、仕送り金） 
 
   ２ ２人～５人世帯については、家計調査における令和６年４月の勤労者世帯の費目別平

均支出金額（日数を 365／12 日に、世帯人員を４人に調整したもの）に、費目別、世帯

人員別生計費換算乗数を乗じて算定しました。 

     なお、１人世帯については、「全国家計構造調査」（総務省）及び「全国単身世帯収支

実態調査」（総務省）の結果に基づいて算定した１人世帯の費目別標準生計費に、上記費

目別平均支出金額の本市と全国の比を乗じて算定しました。 

 


